
「パートナーシップ構築宣言」の推進

～価格適正化の必要性と実態～

令和５年２月 鳥取県商工労働部商工政策課



国及び鳥取市の物価動向

 ２０２２年の企業物価指数は＋９．７％と１９８１年以降過去最高。

 消費者物価も徐々に上昇しているが、企業物価との差が大きい。
→価格転嫁が十分に進んでおらず、企業の経営を圧迫している状況。

 2022年の実質賃金は▲0.9％で、労務費などの価格転嫁が十分に進んでいない。

 「円滑な価格転嫁の実現」が、中小企業の賃上げのカギとなっている。

（出所：総務省統計局）

岸田首相は、今春の春闘に向け、「物価上昇率を超える賃上げの実施」を要請
経団連は、賃上げは「企業の社会的な責務」として積極的に呼びかけるとともに、「賃上げ機運醸
成には中小企業も欠かせない」、「取引価格適正化による賃上げ原資のサポートが大事」と発信
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調査概要○アンケート調査　中小企業等へ親企業との価格交渉や価格転嫁状況についてアンケート　対象：１５万社→回答約１万５千社　／　時期：９月下旬～１１月上旬あ○下請けＧメンによるヒアリング調査（電話調査）　ヒアリング件数：約１万７千社　／　時期：１０月中旬
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パートナーシップ構築宣言 概要
 大企業と中小企業が共に成長できる持続可能な関係を構築するため、個々の企業が、

「発注者」の立場で新たなパートナーシップを構築することを代表者が宣言するもの

 経団連会長、日商会頭、連合会長及び関係大臣の合意により仕組みを創設（2020.5～）

１．サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携
• オープンイノベーションを活用した新規事業創出
• 取引先からの出向者をチーム化し、人材育成活動を推進
• 取引先の生産工程の低炭素化に向けた技術協力

２．下請中小企業振興法に基づく「振興基準」の遵守
①健全な価格決定

• 不合理な原価低減要請を行わない
• 取引対価の決定に当たっては、労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益

を含むよう、十分に協議
• 取引対価の決定を含め、親事業者は契約条件の書面等による明示・交付

②型管理などのコスト負担を求めない
• 不要な型の廃棄促進、下請事業者に対して型の無償保管要請を行わない

③手形などの支払条件の改善
• 下請代金は可能な限り現金払いする。
• 手形払い場合は、割引料等を下請事業者の負担とせず、支払サイトは60日以内

④知的財産・ノウハウの無償譲渡を求めない
• 片務的な秘密保持契約の締結、取引上の立場を利用したノウハウの開示や知的財産権の無償

譲渡などは求めない

⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ防止
• 下請事業者に対して、適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更を行わない
• 災害時等には、下請事業者に取引上一方的な負担を押し付けない
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パートナーシップ構築宣言 県内企業の動向

㈱アサヒメッキ（その他の製造業）
㈱アスコ（学術研究、専門・技術サービス業）
㈲板見製餡所（食料品製造業）
㈲井上製作所（金属製品製造業）
㈱ウッドプラスチックテクノロジー（プラスチック製品製造業）

㈱Mデンタルラボラトリー（医療、福祉）
㈱OMOI（食料品製造業）
オロル㈱（その他の製造業）
㈱オートルビーズ（サービス業）
㈱カワバタ印刷（印刷・同関連業）
㈱国英製作所（金属製品製造業）
㈲源内鉄工所（金属製品製造業）
ＫＯＣＫＥＹ㈱（サービス業）
こはま歯科医院（医療、福祉）
境港魚凾㈱（パルプ・紙・紙加工品製造業）
境港センター冷蔵㈱（食料品製造業）
㈱SATSUMA（宿泊業、飲食サービス業）
山陰スバル㈱（小売業）
㈱山陰総合建設（小売業）
㈱サンインマルイ（小売業）
三洋製紙㈱（パルプ・紙・紙加工品製造業）
シビック（サービス業）
シンワ技研コンサルタント㈱（学術研究、専門・技術サービス業）

㈱タカラ化成（プラスチック製品製造業）
㈱田中組（建設業）
㈱大地企画（学術研究、専門・技術サービス業）
㈱チュウブ（建設業）
㈱D'sプランニング（農業、林業）
鳥取大西コルク㈱（プラスチック製品製造業）
㈱鳥取銀行（金融業、保険業）
永禮自動車販売㈲（サービス業）
西村電機工業㈲（その他の製造業）
㈲ヒロコーポレーション（学術研究、専門・技術サービス業）

ＰＲＯＰＲＯ㈱（サービス業）
合同会社ヴォール（情報通信業）
PorKa㈱（学術研究、専門・技術サービス業）
マイシン工業㈱（建設業）
㈱マツワ（その他の製造業）
Mika Sake Global㈱（卸売業）
㈲山尾製作所（金属製品製造業）
㈲山﨑動物病院（学術研究、専門・技術サービス業）
㈲山根酒造場（飲料・たばこ・飼料製造業）
㈱友新（卸売業）
㈲ルウ研究所（化学工業）
㈱ルリエ（小売業）

鳥取県内企業 ４５社宣言
（全国）

18,272 社宣言
（大企業（資本金3億円超）約1,100社）

（2023.1.31時点）

島根県 43社
岡山県 369社
広島県 354社
山口県 144社

徳島県 126社
香川県 193社
愛媛県 182社
高知県 91社

【県内宣言企業 一覧】



パートナーシップ構築宣言 登録方法

パートナーシップ構築宣言 ホームページ：
https://www.biz-partnership.jp/index.html

 登録ページから「パートナーシップ構築宣言」をPDFでアップロード

STEP１：準備

 「パートナーシップ構築宣言」のホームページから「ひな形」をダウンロード

 記載見本・記載要領を参考に「パートナーシップ構築宣言」を作成

STEP２：登録

 ポータルサイトの登録企業一覧より閲覧可能に

 登録日から3～4日後に宣言文を公開

STEP３：「パートナーシップ構築宣言」の公開



パートナーシップ構築宣言のメリット

パートナーシップ構築宣言を宣言・公表した企業は、以下の補助金について
加点措置が受けられる。（2023.1.18時点）

① ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

② 事業再構築補助金

ロゴマークの使用

補助金の加点措置

賃上げ促進税制の適用 （大企業向け）

 「宣言」をした企業のみが、ロゴマークの使用が可能

 名刺などに記載することで、取組をPRできる

資本金10億円以上かつ従業員数1000人以上の企業が、賃上げ促進税制の

適用を受ける条件の一つとして、パートナーシップ構築宣言をしていること

が必要



パートナーシップ構築宣言 活用例

 パートナーシップ構築宣言は、企業の代表者の名前で宣言し公表するもの

 価格交渉の糸口として、まずは取引先（発注者）の宣言の有無・内容のご確認を

⇒ホームページから、企業名による検索が可能！

（例）大手自動車メーカーの宣言動向は？

ほとんどの
自動車メーカー
（ひな形どおり）

あるトラックメーカー

 トヨタ、ホンダ、ニッサン、マツダ、ダイハツ、スズキ、
三菱自動車など、大手自動車メーカーは宣言済

宣言の内容を見てみると・・・



（参考）「ホワイト物流」推進運動 概要

「ホワイト物流」推進運動

トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化

女性や60代の運転者等も働きやすい、
より「ホワイト」な労働環境の実現

深刻なトラック運転者不足に対応し、事業活動や生活に必要な物流を安定的に確保
するとともに、経済の成長に役立つことを目的として取り組む運動。

Point

１

Point

2

物流業界の課題

 トラック運転者数の減少
ピーク時（H7年98万人）に比べ20万人以上減少

 トラック運転者の高齢化
大型トラック運転者の平均年齢（47.8歳）は、全産業平均より＋5.3歳

 長時間労働
トラック運転者の労働時間は全産業平均より約2割長い
※荷待ち時間（平均1.5時間）が長時間労働の一因

公式HP＞ https://white-logistics-movement.jp/

中国地方では、今後
輸送能力が２０％

不足するとの試算も



 物流の生産性向上に向けて
・集荷先や配送先の集約
・船舶や鉄道へのモーダルシフト

 納品先企業の入荷作業効率化に向けて
・予約受付システムの導入
・納品日の集約

（参考）「ホワイト物流」推進運動 具体的な取組

 物流機能の安定的な確保に向け、それぞれの立場で必要な取組をお願いします。

荷主企業・納品先

 荷待ち時間の削減に向けて
・発荷主からの入出荷情報等の事前提供
・荷に合わせた生産・荷造り

 荷役作業の負担軽減に向けて
・パレット等の活用
・運転以外の作業部分の分離

物流事業者

 元請の物流事業者や運送委託先の皆様には、下請け取引の適正化に向けた取組の推進

 荷主企業に対する、荷待ち時間短縮や荷物の積込・積降し時の負担軽減等の業務の改善提案

 トラック運転者の就業時間の短縮や休日の増加等の労働条件・労働環境の改善



（参考）「ホワイト物流」推進運動 県の取組

物価高騰を乗り越える「ホワイト物流」推進セミナー
日 時 令和５年１月３０日（月）
内 容 物流業界を取り巻く課題、ホワイト物流推進運動と先進事例、

物流効率化・物流DXのアプローチ、県の支援施策紹介 等
参 加 50人

運送事業者と荷主企業による意見交換会
日 程 令和５年１月３０日（月）、３１日（火） ※東部・中部・西部で各１回開催
参 加 県トラック協会役員、各エリアの商工会議所役員 等 30人

【主な意見】
 原料上昇分を運賃にも反映したいが、サービスの差別化が難しく、過当競争になっている。

（運送事業者）
 運送会社への荷役作業押し付けの常態化など、運送業界の窮状を初めて知った（荷主企業）
 契約の書面化など、長年の慣行を見直しを進めないといけない（荷主企業・運送事業者）
 正当な対価は荷主へしっかり請求すること。まずコスト認識が大切（荷主企業）


